
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

令和７年度 除草自動化検討ワーキング

～ SMART-Grass ～

日時：令和８年１月２８日（水）

場所：北海道開発局研修センター 2階第2・3教室

国土交通省北海道開発局



１ 除草自動化の運用検討について

北海道開発局
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北海道開発局除草自動化の運用に向けて

 北海道開発局が管理する河川堤防は、延長約1,850kmに達し、堤防を覆う芝の除草
面積は広大である。

 一方、堤防除草を担う建設業界は、就業者の高齢化、担い手不足が進行しており、
堤防除草の生産性の向上が課題となっている。

 北海道開発局では、この課題解決のため、令和２年度より堤防除草の自動化に向
けた検証に取り組んでおり、令和７年度は、テストランとして試行的な工事を実
施し、受注者の協力を得て、経済性・安全性・品質について検証を行った。

検証
項目

経済性

安全性品 質

【経済性】

 従来工法と比較し、省人化及びコスト

縮減の効果を定量的に評価

【安全性】

 自動化にともなう新たなリスクに対す

る安全性を評価

【品質】

 従来工法と比較し、刈り高・刈り残し

等の出来型を評価

検証項目
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北海道開発局Ｒ７ 試行工事（テストラン）の概要

 自動除草による試行工事を旭川河川事務所管内で実施した。
 実施した施工業者は２社。旭川河川事務所が所有する２台の大型遠隔操縦式草刈

機を協調運転で実施したため、除草時期はそれぞれ異なる。
 実施場所は、初めての自動除草となることから、これまで遠隔操縦（ラジコン操

作）により除草を行っていた箇所とした。
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当麻町

東神楽町

比布町

愛別町

東川町

A-A

B-B

自動除草機による試行区間
【時期】令和７年６月～令和７年９月

【場所】石狩川、忠別川、美瑛川、永山新川

■石狩川の代表断面
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トラクター
モア

ハンド
ガイド

遠隔操縦 肩掛け

自動運転

470ha 70ha 110ha

38ha

380ha

自動除草実施面積

・石狩川 26.9ha
・忠別川 0.4ha
・美瑛川 2.8ha
・永山新川 8.0ha

【旭川河川事務所管内全体の除草面積】

（全体の4％）

監視カメラ
（BOX内臓）

自動制御BOX

GNSSアンテナ×2基
（BOX内臓）

大型遠隔操縦式草刈機



北海道開発局

 従来工法（遠隔操縦除草）に比べ、コストが増加する結果となった。

 増額の要因は、見張員と補助作業員を新たに配置したためであるが、施工業者へ
のヒアリングによると安全性への不安があったとのことである。

 安全性への信頼を高めることにより、見張員と補助作業者を減らすことが可能で
あり、十分コストの縮減が可能である。

経済性の評価結果（１／２）
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⾃動⼯法（コスト縮減）

１００

⾃動⼯法従来⼯法を100とした割合内訳区分

２２２１００施⼯費

施⼯費の内訳

34％

66％

16％

32％

20％

32％
43％

12％12％

34％

燃料費・損料

見張員

補助作業員

操縦者



北海道開発局
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経済性の評価結果（２／２）

補助作業員

見張員

見張員

操縦者



（新たなリスクと解決）

北海道開発局

 操縦者（＝監視者）が停止して操縦する場合、機体から離れてしまうため、人や
モノの発見が遅れるという新たなリスクが生じた。

 見張員と補助作業員を必要な場面でのみ配置となるような技術的な検討や施工方
法の工夫を検討する必要がある。
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安全性の評価結果（１／２）

解決策

人やモノの発見が遅れる

・周辺探知機能
・接触自動停止装置

従来は操作員が第三者及び障害物
の接近時に停止していた

※

従来工法（ラジコン操作） 自動化
人やモノの
発見が遅れる



北海道開発局安全性の評価結果（２／２）
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自動除草機械に搭載されたカメラからの視認性



（刈り高）

（刈り残し）

北海道開発局
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品質の評価結果

勾配が２割に近い堤防では、後退時に機体が滑ることがあり、自動ルート補正により刈り残しが発生
することがあったが、品質上問題になるような状態ではなかった。

機体が法肩の寺勾配での滑りを補正しようとした結果、一部キャタピラ痕が残る場
合があったが、管理上支障となる堤防の損傷ではなかった。

ほぼ無し

ほぼ10㎝以下で施工され仕様を満足

※

バック施工時のダウンカットではうまく刈れないことがあり、なぎ倒された状態で残ってしまう場合
があったが、品質上問題になるような状態ではなかった。

※

刈り残しの状況 履帯（キャタピラ）痕の状況刈り高の状況
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北海道開発局

施工性（技術的課題）

 遠隔操縦（ラジコン操作）に比べ、円滑な作業を妨げるような事象があったが、改
善の検討を進めた。

運用に向けての課題（１／３）

衛星ロストが起こると、作業が中断されると
ともに、プログラムの再設定が必要となる

改善策

頻繁にとまる

RTKによる補完

次のエリアを除草するために、スタート地点
までラジコン操作が必要となる

改善策

遠隔操作が手間

プログラムの改良

タブレットとラジコンコントローラーが
別々のため、補助作業員が必要となった

改善策

操作性

タブレットとラジコンコン
トローラーの一体化



 見張員を必要な場面でのみ配置し、安全に自動除草が可能となる施工方法を検討
する必要がある。

安全性（見張員と補助作業員の縮減）
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北海道開発局運用に向けての課題（２／３）

大型除草機械１台に対してラジコン操縦機を
持った操縦者１名で作業を行っている

解決策

従来工法（遠隔操縦除草）

今年度はテストランという位置づ
けであったため、見張員と補助作
業員を常時配置したが、一定の安
全性は確認できたため、本格的な
運用の際はある程度、削減できる
と思われる
一方で、操作員だけでは、人やモ
ノを十分に確認できない場面も
あったため、安全に自動除草が可
能となるような施工方法を検討す
る必要がある

今年度の試行工事（テストラン）では、大
型除草機械２台に対してタブレットを持っ
た操縦者１名と緊急停止を行うためのラジ
コン操縦機を持った補助作業員１名、さら
に見張員２名で作業を行った

自動除草

補助作業員

見張員

見張員

操縦者



北海道開発局運用に向けての課題（２／３続き）

①従来工法
（ラジコン操作）

機械目視状況：〇

②自動化
（雁行運転）

機械目視状況：〇

施工方法の工夫 直線区間

③自動化
（雁行運転）

機械目視状況：△
施工範囲に限界あり

（離れすぎると機体が見えない）

「停止」パターン「機体と並走」パターン
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「停止」パターン

⑥自動化
（別エリア運転）

機械目視状況：△
施工範囲に限界あり

（離れすぎると機体が見えない）

⑤自動化
（堤内外並走運転）

機械目視状況：△
施行範囲に限界あり

（離れすぎると機体が見えない） 12

北海道開発局運用に向けての課題（２／３続き）

施工方法の工夫 直線区間

④自動化
（堤内外並走運転）

機械目視状況：〇

「機体と並走」パターン
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北海道開発局運用に向けての課題（２／３続き）

⑦自動化
（雁行運転）

機械目視状況：〇

⑧自動化
（雁行運転）

機械目視状況：△
施工範囲に限界あり

（離れすぎると機体が見えない）

施工方法の工夫 湾曲区間

「停止」パターン「機体と並走」パターン



北海道開発局運用に向けての課題（２／３続き）

⑨自動化
（堤内外並走運転）

機械目視状況：×

⑧自動化
（雁行運転）

機械目視状況：△
施工範囲に限界あり

「停止」パターン

（離れすぎると機体が見えない）

施工方法の工夫 湾曲区間 堤防が死角となり目視できない

14

草丈が高く目視できない



責 任（案）

■プログラムの貸与
・自動制御装置の不備（誤操作など）
・リモコン送信器の不備（緊急停止無作動など）

■大型遠隔操縦式草刈機の貸与
・受注者の過失によらない故障（機械の老朽化、
初期不良など）については発注者が修理を行う

発注者

■プログラム・大型遠隔操縦式草刈機の貸与
・貸付期間中の機械故障は受注者が行う

■ガイドライン（案）に記載された内容を怠った場合

受注者
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北海道開発局

事故における責任の所在

 現時点で自動施工機械については、労働安全衛生法等の法律による規定がなされ
ておらず、除草作業に限っては、肩掛け式の除草機械のみが、安全衛生教育を実
施することが規定されている。

 自動除草中の事故における責任の所在については、発注者と受注者の相互間にお
いて確認しておく必要がある。

運用に向けての課題（３／３）



北海道開発局

施行性・安全性の向上検討

 引き続き旭川河川事務所管内での試行工事を行い、施工性・安全性の向上検討を
行う。

今後の展開（１／３）
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①衛星ロスト対応

全球測位衛星システム（Global NavigationSatellite System）の通信障害を補完する目的で
「RTK（Real Time Kinematic）」を導入し、試験施工を行う。

②周辺探知機能対応

人やモノをAI検知して衝突を防ぐ周辺探知機能の実装に向け検討を進める。
現在は、機体周囲10～50ｍ以内の人やモノを検知し、タブレットへ通知できるところまで可能
であるが、草丈によって探知できない場合もあるため、今後検討を進めることも確認した。

③施工方法の違いによる安全性検証

安全の信頼性を確保するため、当
面、自動草刈機２台に並走して監
視者を置くことが現実的である。
実作業において、２台同時に監視
することが可能かを検証する。



北海道開発局

施工箇所の拡大

 安全対策の課題はあるものの現地状況に応じた課題を新たに抽出するため、施工
箇所の拡大を行う。

 自動除草が可能な大型遠隔操縦式草刈機の導入については、ハンドガイドによる
除草面積の割合が高い河川を優先的に行う。

 また、自動化の施工可能箇所の拡大のため、堤防の緩勾配化（一枚法化）を推進
する。

今後の展開（２／３）

17

基本イメージ（道内使用の除草機種）

旭川開発建設部

小樽開発建設部

函館開発建設部

札幌開発建設部

網走開発建設部

帯広開発建設部

釧路開発建設部

室蘭開発建設部

留萌開発建設部

ハンドガイド
の面積割合 44％

2％1％

18％2％
2％

18％

9％
4％

項 目 概 要 R5 R6 R7 R8 R9 R10

SMARTｰGrass
ICTを活用した堤防除
草の自動化

試行（実施河川の拡大）

試行実施後の河川から本格運用

試行

（実施河川の拡大）
試行

現地実証試験

２台協調運転

（堤防）

現地実証試験

２台協調運転

（平坦地）



北海道開発局

トラクターモアへの適用検討

 トラクターモアによる除草は、総除草面積の55％を占めており、その効果は大き
い。

 除草の効率化を図るため、官主導による大型除草機械を導入した経緯から大型除
草機械の自動化の検証を重ねてきたが、トラクターモアへの自動化の適用につい
ては、令和３年度での適用検討で、その実証性は確認されている。

 今後、さらに大型除草機械の自動化にともなう安全への信頼が高まれば、すでに
市場にて汎用されているトラクターについても、自動化に向け検討を行う。

今後の展開（３／３）
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33％ 55％

2％

10％

大型除草機械

肩掛け式

ハンドガイド

トラクタモア

総除草面積：約11,000ha

（令和7年度実績）

令和3年度の試験の様子



２ 除草自動化の技術検討について

北海道開発局
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北海道開発局
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１．令和７年度実証試験



北海道開発局
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１．令和７年度実証試験



北海道開発局
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１．令和７年度実証試験



北海道開発局
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３．第１回実証試験ならびに第２回実証試験



北海道開発局
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１．令和７年度実証試験



北海道開発局
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１．令和７年度実証試験



北海道開発局
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１．令和７年度実証試験



北海道開発局
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１．令和７年度実証試験



北海道開発局
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１．令和７年度実証試験



北海道開発局
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１．令和７年度実証試験



北海道開発局１．令和７年度実証試験
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北海道開発局
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１．令和７年度実証試験



北海道開発局

32

１．令和７年度実証試験



北海道開発局
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１．令和７年度実証試験



北海道開発局
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１．令和７年度実証試験



北海道開発局
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２．令和８年度の取り組み



北海道開発局
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２．令和８年度の取り組み



北海道開発局
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２．令和８年度の取り組み



北海道開発局
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２．令和８年度の取り組み


